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「働き方改革」の実現に向けて 

～千葉労働局働き方改革推進本部を設置しました～ 

週の労働時間が 60 時間以上の者の割合を５％まで減らし、 

年次有給休暇の取得率を 70％とすること 

を目標に取り組んでまいります。 

 

千葉労働局（局長 小澤真一）では、局長を本部長とする「千葉労働局働き方改革

推進本部」を設置し、長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進等、千葉県内の企

業における「働き方改革」の実現に向けた取組を強化することといたしましたので、

お知らせいたします。 

 取 組 の 背 景 ・ 目 的   

労働者の心身の健康確保、仕事と生活の調和、女性の活躍促進等を進めます。 

法定労働条件が守られるべきことは当然ですが、これを前提とした上で、個々の企

業において、労使の話し合いを通じて、所定外労働時間の削減、年次有給休暇の取得

促進、始業及び終業の時刻の設定の見直し、勤務地や勤務時間等を限定した多様な正

社員制度、適正な労働条件の下でのテレワークの普及などの「働き方改革」を進めて

いくことが求められています。 

平成 26 年６月 24 日に閣議決定された「『日本再興戦略』改訂 2014」では、新たに講

ずべき具体的施策として「働き方改革の実現」が掲げられ、また、平成 26 年 11 月 28

日に施行された「まち・ひと・しごと創生法」（平成 26 年法律第 136 号）では、基本

理念として「仕事と生活の調和を図ることができるよう環境の整備を図ること」など

が掲げられています。 

推進本部の実施事項   

企業経営陣への働きかけ・支援、先進的な取組事例の収集、周知等、地域における

働き方改革の気運の醸成等を図ります。当面、新成長戦略（平成 22 年６月閣議決定）

で掲げられた、平成 32 年までに週の労働時間が 60 時間以上の雇用者の割合を５％ま

で減らすこと、年次有給休暇取得率を 70％とすることを目標とします。 

 労 働 時 間 等 の 現 状  （参考資料１参照）  

  千葉県における１か月当たりの総実労働時間は139.8時間と全国平均（145.5時間）

より短くなっているものの、所定外労働時間は 10.6 時間と全国平均と同水準です（平

成25年）。一方、週の労働時間が60時間以上の雇用者の割合は10.2％と全国平均（9.6％）

より多く、全国で多い順で 5 番目となっており、いわゆる「労働時間分布の長短二極

化」の傾向がより強くなっています。 

年次有給休暇の取得率は全国平均で 48.8％で、近年 5 割を下回る水準で低迷してい

ます。 
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長時間労働削減推進本部 

本 部 長 
本部長代理 
事 務 局 長 

厚生労働大臣 
厚生労働副大臣（労働担当）、厚生労働大臣政務官（労働担当） 
労働基準局長 

【趣旨】 
「日本再興戦略」改訂2014（平成26年６月24日閣議決定）に、「働き過ぎ防止のための取組強化」が盛り込まれ、
本年６月に「過労死等防止対策推進法」が成立。長時間労働対策の強化は喫緊の課題。 
 ⇒ 大臣を本部長とする「長時間労働削減推進本部」を設置（平成26年９月30日） 

過重労働等撲滅チーム 
 

➀ 長時間労働削減の徹底に向けた
重点監督の実施 

 ⅰ 相当の時間外労働時間が認められる

事業場等   
 ⅱ 過労死等に係る労災請求がなされた

事業場等を対象に、重点監督を実施。 

➁ 相談体制の強化 
➂ 労使団体への要請 
➃ 過労死等の防止に向けた取組 

働き方改革・休暇取得 
促進チーム 

 

➀ 本省幹部による企業経営陣への働き
かけ 

➁ 地方自治体との協働による地域レベ
ルでの年次有給休暇の取得促進 

➂ 切れ目のない年次有給休暇取得促進 

省内長時間労働 
削減推進チーム 
若手職員からの意見聴取や 

民間企業へヒアリング等を行い、 
以下の方策を検討・実施 

 

➀ 長時間労働に係る負担軽減方策につい
て 

➁ 早期退庁・休暇取得促進方策について 
➂ 早期退庁後や休暇の有効な活用事例に
ついて 

 

働き方改革推進本部 
（本部長 都道府県労働局長） 

 

 

 

➀ 労働局長、労働基準部長による企業経営陣への働きかけ
（仕事の進め方の見直しによる時短など） 

 

➁ 地方自治体、労使団体等との連携による働き方の見直し
に向けた地域全体における気運の醸成 （年次有給休暇の取
得促進など） 

「地方創生」につなげる 
 

◯ 仕事と生活の調和を図る
ことができる環境の整備 

◯ 地域の特性を生かした、
魅力ある就業の機会の創出 

〈協力要請・連携〉 
 

・都道府県 
・市町村 
・事業主団体 
・労働団体   
     等 

各都道府県労働局に設置 
（平成27年1月） 

企業の自主的な働き方の見直しを推進 




